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先進的ICT教育（茨城県つくば市）

Searching for the Better Future!
世界のあしたが見える学校

世界のあしたが見
える学校を実現する
つくば７Ｃ学習

自ら2040年代の未来を切り
開くことのできるチェンジメイ
カーの育成を図る。

21 世紀型スキルの育成と社
会力を高めるための ＩＣＴ活用
教育プログラムを開発をおこ
なっている。

協働力 Cooperation
タブレット等で課題を集め、問
題解決を図る学習。学校を越
え遠隔学習でプロジェクトを進
める。

筑波学院
大学との
遠隔学習。
４年生ロ
ボット学
習。

言語力Communication
互いの考えを整理しながら電
子黒板やスタディノートを使っ
てプレゼンテーションし意見交
換をおこなう。

デジタル
顕微鏡の
画像を電
子黒板に
投影し説
明。

思考･判断力Critical thinking

アクティブラーニングツール、
スタディネットで多様な考えを
基に帰納・類推，演繹などの推
考をおこなう。

８年生数
学。先生
から配信
された問
題を解く。

ﾌﾟﾛｸﾞﾗﾐﾝｸﾞ的思考

Computational thinking
小学校１年生からのプログラミ
ング学習で創造的な課題を解
決する力を育てる。

ロボット
プログラ
ミングで
英語学習。

知識・理解力
Comprehension

つくば教育クラウドでの１人１
人に応じた完全習得学習。デ
ジタル教科書の活用。

チャレン
ジングス
タディで
楽しく学
習。

創造力 Creativity

ＳＴＥＡＭ学習やＳＤＧｓ持続可
能社会の実現のための学習を
とおして、ＡＩではできない力を
育てる。

食物連鎖
シミュ
レーショ
ンをプロ
グラミン
グ。

市民性（社会力）

Citizenship
電子黒板でのプレゼンテー

ションや世界への発信をとおし
て積極的に社会に貢献する態
度を育てる。

英語で学
校紹介の
プレゼン
をする５、
８年生。

(1) ひと ①ア 次世代の育成

出典：第32次地⽅制度調査会第12回専⾨⼩委員会資料２－１（参考資料）を⼀部加⼯
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⽇本語⽀援拠点施設「ひまわり」の開設（神奈川県横浜市）(1) ひと ①ア

学校における⽇本語指導が必要な⼦どもへの⽀援

国際教室の設置
⽇本語教室の実施
⺟語による初期適応・学習⽀援
学校通訳ボランティア

外国語補助指導員の配置
各種ガイドブック等発⾏
・「ようこそ横浜の学校へ」（７か国語対訳）
・「横浜市帰国児童⽣徒教育ガイド」等

対応策

⽀援スタッフや国際教室の運営ノウハウの不⾜
⇒ ⽀援体制の強化や専⾨性の向上が必要

事例 横浜市⽴南吉⽥⼩学校の取組み
約６割が外国籍・外国につながる⼦ども
（中国、フィリピン、韓国、タイ、ロシア等 計14ヶ国）

（活動例） 運動会で７か国語アナウンス

⺟語⽀援を通じた
アイデンティティの確⽴

⼈権の尊重

真の多⽂化共⽣社会の実現

「多⽂化共⽣社会」を築いていけるよう取組を推進

次世代の育成

出典：第32次地⽅制度調査会第３回専⾨⼩委員会資料１－１（神奈川県横浜市提出資料）を⼀部加⼯
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３⼤学１⾼専との連携による「⼈づくり・産業振興」（新潟県⻑岡市）

NaDeC（ナデック）とは
⻑岡（Nagaoka）の中⼼市街地を核として、3⼤学1⾼専の位置を線で結ぶと三⾓すい（Delta Cone）の形となることから、その頭⽂字を取ったもの。

３⼤学１⾼専との連携による「⼈づくり・産業振興」（NaDeC構想）を推進し、産業振興と働く場の創出、⼈材育成と教育環境
の整備、そして将来に向けた都市インフラの整備により、「新しい⽶百俵」によるまちづくりを進めていく。

⼤⼿通坂之上町地区の市街地再開発事業で、⼈づくり・産業振興
の拠点として４棟からなる「⽶百俵プレイス（仮称）」を整備する。

(1) ひと ①イ 産業・地域の担い⼿育成

出典：第32次地⽅制度調査会第３回専⾨⼩委員会資料１－２（新潟県⻑岡市提出資料）を⼀部加⼯
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地域⼈教育（⻑野県飯⽥市）(1) ひと ①イ 産業・地域の担い⼿育成

出典：第32次地⽅制度調査会第２回専⾨⼩委員会資料２－１（⽂部科学省提出資料）を⼀部加⼯
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テレワーク（⻑野県塩尻市）(1) ひと ②ア 多様で柔軟な働き⽅への転換

出典：第32次地⽅制度調査会第11回専⾨⼩委員会資料２－１（参考資料）を⼀部加⼯

スマートシティの取組（農業⽣産への導⼊）（福島県会津若松市）

＜ＩＣＴを活⽤した養液⼟耕システムの導⼊⽀援＞

センサーが、⼟壌⽔分、地温、⽇射量、
ＥＣ（電気伝導度：肥料濃度）を
計測し、データはクラウドに蓄積される。

トマト栽培農家：H27導⼊

作業時間の削減
↓

施設園芸農業と⽔⽥耕作
の両⽴が可能となり、
園芸作物作物の拡⼤化が
可能に…！

○⼟壌センサーからの情
報により、作物状況に
あった最適な培養液量
を⾃動で供給
○根が最も効率よく培
養液を吸収する時間に
最適な培養液量を供給

(1) ひと ②ア 多様で柔軟な働き⽅への転換

6
出典：第32次地⽅制度調査会第12回専⾨⼩委員会資料２－３（参考資料）
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官⺠協働による創業⽀援（福岡県福岡市）

官⺠共働による創業⽀援施設

の役割

「公」と「私」のハブ
最適な連携をコーディネート

イノベーション創出
ビジネスによる課題解決等

公

共

私

地域特性を踏まえた戦略策定
時代に合ったルールづくり

の役割

の役割

地域経済の新陳代謝の向上(1) ひと ②イ

出典：第32次地⽅制度調査会第５回専⾨⼩委員会資料３－１（福岡県福岡市提出資料）を⼀部加⼯
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地域資源の活⽤ (岡⼭県真庭市）(1) ひと ②ウ 地⽅圏における魅⼒ある就業の場と⼒強い地域経済の形成

出典：第32次地⽅制度調査会第３回専⾨⼩委員会資料２－１（岡⼭県真庭市提出資料）を⼀部加⼯
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圏域全体の産業振興の仕組みづくり (広島県福⼭市）(1) ひと ②ウ 地⽅圏における魅⼒ある就業の場と⼒強い地域経済の形成

Fuku-Bizの開設

出典：第32次地⽅制度調査会第５回専⾨⼩委員会資料３－２（広島県福⼭市提出資料）を⼀部加⼯
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サテライトオフィス（徳島県神⼭町）

神⼭バレー・サテライトオフィス・コンプレックス

神⼭しずくプロジェクト

(1) ひと ②ウ 地⽅圏における魅⼒ある就業の場と⼒強い地域経済の形成

出典：第32次地⽅制度調査会第13回専⾨⼩委員会資料２－２（参考資料）を⼀部加⼯
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外国⼈との共⽣社会の実現（北海道紋別市）(1) ひと ③ア 地域間の移動・定着

出典：第32次地⽅制度調査会第16回専⾨⼩委員会資料３－１（参考資料）を⼀部加⼯

12

都市と農⼭漁村の交流（⼭梨県北杜市）(1) ひと ③イ 地域間の交流

出典：第32次地⽅制度調査会第11回専⾨⼩委員会資料２－１（参考資料）
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備後圏域の最近の動き〜安⼼・安全な圏域づくり〜 (広島県福⼭市）(1) ひと ③ウ 地域間の協⼒

出典：第32次地⽅制度調査会第５回専⾨⼩委員会資料３－２（広島県福⼭市提出資料）を⼀部加⼯
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峡南地域における⾃治体間連携・共同事業（⼭梨県峡南地域）

在宅医療・介護連携推進事業 認知症初期集中⽀援推進事業

ボリュームのある新規事業だが⼈員増は容易でない 医療や介護の専⾨職の確保は容易でない

峡南地区５町の連携・共同事業として 「⼀部事務組合⽴飯富病院」 へ業務委託

峡南在宅医療⽀援センター
・⼀部事務組合⽴「飯富病院」内に設置。
・在宅医療提供のための調整⽀援機関として位置付け。

【センターの具体的な業務：H27当時】
●在宅医療に関する相談対応
●多職種連携・協働体制の構築に向けたコーディネート（在宅ドクター
ネットの運⽤を含む）
●在宅患者情報共有システムの運⽤管理

【峡南５町による業務委託】
●⼈員体制の充実

●業務内容（機能）の充実
在宅医療・介護連携推進事業（従前業務含む）
認知症初期集中⽀援チームの設置・運営

委託前 委託後
センター⻑（医師１名） センター⻑（医師１名）
社会福祉⼠（１名） 社会福祉⼠（１名）

保健師（１名）

(1) ひと ③ウ 地域間の協⼒

出典：第32次地⽅制度調査会第３回専⾨⼩委員会資料３－２（⼭梨県⾝延町提出資料）を⼀部加⼯
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⼋⼾圏域連携中枢都市圏形成促進議員連盟（⻘森県⼋⼾市）(1) ひと ③ウ 地域間の協⼒

出典：第32次地⽅制度調査会第13回専⾨⼩委員会資料２－１（参考資料）を⼀部加⼯
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県と市町村の機能合体（秋⽥県）

県
施設

マンパワー
ノウハウ
財源

• 秋⽥県・市町村協働政策会議
• ⼈⼝減少社会に対応した⾏政運営のあり⽅研究会

（５作業部会） ほか

県と市町村の協議・研究の場

県と市町村の機能合体の推進

問題意識
 限られた⾏政資源の中、将来にわたり⾏政サービスを維持していくためのシステムづくりが、県と市町村を通じた喫緊の課題。
 県と市町村の⼆重⾏政や連携不⾜などを改善する必要。
 公共インフラの管理・運⽤は、県と市町村の⼆層構造に馴染まず、⼀体的に⾏う必要。

施設
マンパワー
ノウハウ
財源

市町村

事務事業の
効果的実施

事務事業の
効率的実施

住⺠サービス
の向上

⾏政コスト
の縮減

効 果

 インフラや施設の⼀体的管理・運⽤
 ⾏政組織の統合・ワンフロア化
 公共施設の共同建築
 事業の共同実施

取組例
① ⽣活排⽔処理の広域化・共同化
県北地区で広域汚泥処理施設を共同整備
秋⽥市単独公共下⽔道の⼀部を県の流域下⽔道に統合
市町村の農業集落排⽔等を県の流域下⽔道に接続

② ⽂化施設の連携整備
県⺠会館と秋⽥市⽂化会館の機能を集約した「県・市連携⽂化施設」を整備

③ 道路・橋梁の維持管理業務の合理化
県による市町村道のパトロールの実施
県と市町村が、互いの除雪区間を交換
市町村の橋梁点検業務への⽀援

④ ワンフロア化
⑤ その他

(1) ひと ③ウ 地域間の協⼒

出典：第32次地⽅制度調査会第５回専⾨⼩委員会資料１－２（秋⽥県提出資料）を⼀部加⼯
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オープンデータによる市⺠との協働によるまちづくり（福井県鯖江市）(1) ひと ④ア 公共私による課題解決

出典：第32次地⽅制度調査会第９回専⾨⼩委員会資料３－２（参考資料）を⼀部加⼯

18

早く専⾨職に出会い、伴⾛していく体制づくり（⿅児島県霧島市）

公民館・集会所
学校・子育て施設

近隣の見守り
近隣づきあい趣味仲間

役割・生きがい

なじみの商店や食堂

在宅診療・訪問看護

高齢者施設・介護事業所

公営住宅病院

市役所

包括支援
センター在宅診療所

訪問看護・介護・
小規模多機能

民生委員・児童委員

在宅福祉アドバイザー

障害者相談員

公民館長
自治会長

地域包括支援センター
本所（1ヶ所 19人）

地域包括支援センター
支所（9ヶ所 17人）

まちかど介護相談所
（81ヶ所 L.S.W.115人）

連携
子育てや障がい者
の相談機関等

多職種協働による
適切な支援

医師会・歯科医師会・
薬剤師会

(1) ひと ④ア 公共私による課題解決

訪問看護介護・リハ職

出典：第32次地⽅制度調査会第12回専⾨⼩委員会資料２－２（参考資料）を⼀部加⼯
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こども宅⾷事業（東京都⽂京区）

出典：第32次地⽅制度調査会第11回専⾨⼩委員会 資料１（⼀般社団法⼈ＲＣＦ代表理事 藤沢烈⽒提出資料）を⼀部加⼯

(1) ひと ④ア 公共私による課題解決

20

地域貢献応援制度（兵庫県神⼾市）

「地域貢献応援制度」の許可要件「地域貢献応援制度」導入の経緯

(1) ひと ④イ ⾏政と⺠間の交流

出典：第32次地⽅制度調査会第10回専⾨⼩委員会資料３（参考資料）を⼀部加⼯
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おてったいさん制度（奈良県川上村）

 ⾏政と住⺠のパイプ役として、全26⼤字（集落）それぞれに２名ずつ、

地域に出向く役場職員として「おてったいさん」を配置。

• 役場への申請や届け出を、「おてったいさん」に。

• 伝統行事や清掃作業のお手伝いを、「おてったいさん」と。

 「おてったいさん」の効用・効果

 職員の仕事場は村内一円（すべてがフィールド）

 「地域に出向く」「住民に寄り添う」行政

 地域と人の魅力の掘り起こし

 連携を密にした結果の住民に与える大きな安心感

事業内容

※おてったいさん制度（協働の意識の醸成・役場職員による集落⽀援員）

(1) ひと ④イ ⾏政と⺠間の交流

出典：第32次地⽅制度調査会第３回専⾨⼩委員会資料２－２（奈良県川上村提出資料）を⼀部加⼯

22

まちづくりセンター／地域担当職員（熊本県熊本市）

〜まちづくりセンターとは〜

地
域
担
当
職
員

３
つ
の
役
割

その１ 相談窓⼝機能
・地域に関する様々な要望・相談等の総合窓⼝

その２ 地域情報収集・⾏政情報発信機能
・先進事例や補助⾦等、役⽴つ⾏政情報を紹介
・地域情報の集約、現状・課題の整理

その３ 地域コミュニティ活動の⽀援機能
・地域課題の解決に向けた取り組みの⽀援
・⾏事、イベント活動への協⼒・⽀援

◆営業マン（地域に積極的に出ていく最前線の職員）
◆地域の⼈たちと信頼関係をつくり、頼りにされる存在
◆地域の⼈たちと楽しみながら、地域活動をサポート
◆若い職員が⽬指すべき存在

〜めざす地域担当職員像〜

〜活動状況〜

将来の更なる少⼦⾼齢化、⼈⼝減少社会の到来

⇒ 後継者不⾜など地域におけるまちづくりの担い⼿が不⾜
⇒ 地域における⼈と⼈とのつながりが希薄化

地域コミュニティの機能（地域⼒）が低下し、地域課題が
未解決なまま放置される懸念

出張所等を再編し、17箇所の「まちづくりセンター」を設置
⼩学校区担当制の地域⽀援専任の地域担当職員を49名配置

持続可能な地域活動⽀援

地域が⾃ら財源確保を
⾏ったクラウドファン
ディング

地域による公共資産利活⽤

賑わいをみせた河川敷の
「マルシェ」で地域コ
ミュニティが活性化

地域の魅⼒を発信

⼦ども達による地域（お
店）の取材やプレゼンを通
した多世代交流

ごみ屋敷の清掃

懸案であったゴミ屋敷を150名
のボランティアで清掃

要望・相談受付件数 2,865件（うち2,513件は対応済）
活動件数 30,529件（⾏事参加、書類配布など）

※Ｈ29.4-Ｈ30.12の実績
（⼀部事例を抜粋）

(1) ひと ④イ ⾏政と⺠間の交流

出典：第32次地⽅制度調査会第12回専⾨⼩委員会資料２－２（参考資料）を⼀部加⼯
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釜援隊（岩⼿県釜⽯市）

○ 復興の現場では、弱体化した地域の「私」「共」を補完する必要があるが、⾏政は平等原則や縦割り組織のため主導が困難。
○ 岩⼿県釜⽯市では、地域コーディネーター(釜援隊)が半官半⺠の⽴場で、市⺠、⾏政、協働先(⾏政・NPO・⼤学・地域団体)

の間で調整を進めている。
○ コミュニティ再⽣や⽣活再建のために「祭」や「移動」が重要。釜援隊は、地域事業者の裏⽅役となったり、⼤⼿企業との調整や移

動サービスの運⽤を担ってきた。
○ 釜援隊の柔軟な役割を、市役所内・議会・住⺠・市外(県や復興庁)に対して説明責任を果たしてきた市役所担当部署(オープ

ンシティ推進室)が存在してきたことが⼤きい。地域おこし協⼒隊等が地域CDRとして活きるためには、「担当部署」「担当者」「⾸
⻑・議会の理解」が必須である。

出典：第32次地⽅制度調査会第11回専⾨⼩委員会 資料１（⼀般社団法⼈ＲＣＦ代表理事 藤沢烈⽒提出資料）を⼀部加⼯

(1) ひと ④ウ 災害時における公共私のあり⽅

24

公共施設の統廃合（熊本県宇城市）(2) インフラ・空間 ①ア

図書館及び資料館の統廃合の例

松橋図書館 ⼩川図書館三⾓図書館 豊野図書館不知⽕（中央）図書館

A図書館 B図書館 C図書館 D図書館 E図書館

蔵書数 27,299 72,813 39,767 40,273 8,573

貸出冊数 39,433 165,827 29,362 74,004 10,883

行政コスト(千円） 21,663 40,076 25,797 30,056 15,069

 １日当たり貸出冊数 108 454 80 203 30

 １冊当りコスト（円） 549 242 879 406 1,385

施設別分布グラフによる評価分析

インフラの管理⼿法の⾒直し

出典：第32次地⽅制度調査会第12回専⾨⼩委員会資料２－２（参考資料）を⼀部加⼯
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学校規模の適正化・学校跡地の活⽤（神奈川県横浜市）

市⻄部や南部等で⼈⼝が減少し、
⼩規模な学校が増加

⼈⼝が急増した昭和40〜50年代にかけて学校施設を集中的に整備

学校跡地の活⽤事例

(2) インフラ・空間 ①ア インフラの管理⼿法の⾒直し

出典：第32次地⽅制度調査会第３回専⾨⼩委員会資料１－１（神奈川県横浜市提出資料）を⼀部加⼯

26

耕作放棄地の有効活⽤（⼭梨県北杜市）

賛助会員

(2) インフラ・空間 ①イ 農地・森林の管理⼿法の⾒直し

出典：第32次地⽅制度調査会第11回専⾨⼩委員会資料２－１（参考資料）
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市町村における橋梁等の点検に関する連携（秋⽥県）

反応槽

最終沈殿池

最初沈殿池を改造し、
約20％⽔処理能⼒増強

最初沈殿池

27

市町村橋梁等⻑寿命化連絡協議会
(H25.6設⽴）

課題と取組状況

 県内の全橋梁12,244橋のうち、約７割にあたる8,870橋が市町村管理。
 管理施設数が多い市町村では、技術職員の不⾜、財源の確保が課題。
 H26年度から橋梁・トンネル等の⼤型構造物について、５年に１回の近接⽬視点検が義務化。

 秋⽥県道路メンテナンス会議（事務局：国・県）の取組として、メンテナンス研修や⼩規模橋梁点検技術講習会を
実施し、点検・補修業務に携わる職員の技術⼒向上を図る。

 市町村の点検箇所を市町村橋梁等⻑寿命化連絡協議会が取りまとめ、コンサルタントに発注。
 同連絡協議会が発注事務・成果品のチェック等を担い、市町村職員の事務を軽減。

技術⼒の向上

秋⽥県道路メンテナンス会議
県内の道路管理者が⼀体となってインフラ⻑寿命化を推進

するため、情報共有や課題解決への連携を深めることを⽬的
にH26年に設⽴。（国、県、市町村、⾼速会社で構成）

①メンテナンス研修
市町村職員等を対象に、点検要領の理解を深め

るため、点検・診断のポイントを学ぶ講習会を開催。
⇒計画的にメンテナンスを⾏うための基礎技術習得
②⼩規模橋梁点検技術講習会
特殊な作業⾞両等を使⽤せずに点検が可能な橋

梁において、実際に⽬視や打⾳調査を⾏い、健全
性を判定する現地研修を実施。
⇒直営で点検できる技術を習得し、点検経費を削減

点検業務の効率化

A市 B町 C村

建設コンサルタント

点検箇所のとりまとめ

点検・診断業務の委託
（発注ロットを⼤括りし効率化）

(2) インフラ・空間 ②ア 都市機能の適正配置と交通ネットワーク

出典：第32次地⽅制度調査会第５回専⾨⼩委員会資料１－２（秋⽥県提出資料）を⼀部加⼯

28

公共交通を軸とした拠点集中型のコンパクトなまちづくり（富⼭県富⼭市）

＜実現するための３本柱＞

鉄軌道をはじめとする公共交通を活性化させ、その沿線に居住、商業、
業務、⽂化等の都市の諸機能を集積させることにより、
公共交通を軸とした拠点集中型のコンパクトなまちづくりを実現

①公共交通の活性化

②公共交通沿線地区への居住推進

③中⼼市街地の活性化

公共交通沿線
居住推進地区

都心地区

都⼼地区・公共交通沿線居住推進地区の設定

都⼼地区及び公共交通沿線居住推進ゾーンでは、良質な住宅の
建設事業者や住宅建設や購⼊する市⺠に対して助成

都⼼地区・公共交通沿線居住推進地区の設定

2025年推計
（397,000⼈）

2005年
（421,239⼈）

＜便利な公共交通沿線における居住⼈⼝の⽬標＞

１１７，５６０⼈
約２８％

201７年
（417,856⼈）

１67，600⼈
約４２％

都⼼地区および便利な
公共交通沿線⼈⼝

１61,197⼈
３８．６％

公共交通活性化策や
居住推進策により誘導

(2) インフラ・空間 ②ア 都市機能の適正配置と交通ネットワーク

出典：第32次地⽅制度調査会第５回専⾨⼩委員会資料１－１（富⼭県富⼭市提出資料）を⼀部加⼯
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リノベーションまちづくり（和歌⼭県和歌⼭市）(2) インフラ・空間 ②ア 都市機能の適正配置と交通ネットワーク

出典：第32次地⽅制度調査会第10回専⾨⼩委員会資料３（参考資料）を⼀部加⼯

30

⽴地適正化計画における都市圏での広域連携（群⾺県館林都市圏）(2) インフラ・空間 ②ア 都市機能の適正配置と交通ネットワーク

※ 出典：第32次地方制度調査会第８回専門小委委員会資料３（東洋大学教授 野澤千絵氏提出資料）



日
向

市
街
地

31

⽇向・東⾅杵地域公共交通再編実施計画（⽇向・東⾅杵地域）

日向市を中心とする１市２町２村で構成される定住自立圏において計画を策定。長大路線の解消により効率性を向上させ
るほか、交通サービスの総合的な見直しにより利便性を向上。持続可能な公共交通ネットワークを再構築する。

 鉄道との連携を高める
市街地部の見直し

鉄道の発着に合わせたバスダイヤ
見直し（利便性向上）

【取組】

○ 山間部幹線系統（長大路線）と
区域毎の特性に応じた支線の
サービスの一体的改善

 集落の拠点を核とした基幹交通
ネットワークの強化

 中心市街地の公共交通ネット
ワークの充実

上
椎
葉

乗
継
拠
点再編後 浜砂橋

塚原

【課題】
生活文化圏を持続的に結びつける
利用しやすい公共交通網の再構築

利便性と効率性の双方の向上に
よる公共交通網の持続性の向上

日
向

市
街
地

上
椎
葉

再編前 浜砂橋

塚原

【計画期間】
平成29年10月～平成34年９月

83km（片道155分） 快速ミニバス利用時
片道114分

道
の
駅

と
う
ご
う

道
の
駅

と
う
ご
う

○ 利用者ニーズに合わせた
幹線系統の運行時間改善

通学時間帯に集中する幹線の運行時
間帯改善（利便性向上）

 山間部～市街地間を結ぶ
快速型ミニバスの運行

長時間運行を伴う山間部の所要時間短
縮(利便性向上)

短縮系統を新設し、長大路線の
便数を再配分した上で、乗り継ぎ拠点を
整備し、長大重複路線を再編

 利用実態に応じた支線交
通の重点的見直し

利用者のニーズに沿った商業施設へ
の延伸・ダイヤ見直し（利便性向上）

○ 地域拠点を核とした幹線
系統の再編 （下図参照）

山間部路線の運行効率化に向けた重
複区間の路線集約(効率性向上)

○ 幹線系統と一体となった
支線系統の見直し

幹線系統と一体となったダイヤ見直し
（利便性向上）

(2) インフラ・空間 ②ア 都市機能の適正配置と交通ネットワーク

出典：第32次地⽅制度調査会第４回専⾨⼩委員会資料２（国⼟交通省総合政策局公共交通政策部提出資料）を⼀部加⼯

32

復興における都市機能の集約・拠点化（宮城県⼥川町）(2) インフラ・空間 ②イ 防災・消防・治安の確保

出典：第32次地⽅制度調査会第５回専⾨⼩委員会資料２－１（宮城県⼥川町提出資料）を⼀部加⼯
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⾃動⾛⾏技術の活⽤〜オールドニュータウン対策〜（兵庫県神⼾市）(2) インフラ・空間 ③ア 公共私間の連携・協⼒

出典：第32次地⽅制度調査会第10回専⾨⼩委員会資料３（参考資料）を⼀部加⼯

34

オガールプロジェクト（岩⼿県紫波町）(2) インフラ・空間 ③ア 公共私間の連携・協⼒

出典：第32次地⽅制度調査会第13回専⾨⼩委員会資料２－１（参考資料）を⼀部加⼯



35

柏の葉スマートシティ（千葉県柏市）(2) インフラ・空間 ③ア 公共私間の連携・協⼒

出典：第32次地⽅制度調査会第12回専⾨⼩委員会資料２－１（参考資料）を⼀部加⼯

36

豊四季台地域における地域⽀え合い体制（千葉県柏市）

【豊四季台地域⽀えあい会議】

地域周辺の活動を取込み、イベントなどを繰り返しながら
様々なテーマに対して、WGをつくり⾏動する

【実⾏委員会】

⽀えあいWG
健康づくり
居場所WG

地域全体を代表し⽀え合いに
関する共通認識と評価 WGコーディネーター

【実⾏委員会】
イベントを繰り返し、課題を
共有する

【ワーキング（WG)】

実⾏委員会の傘下
⇓

イベントを実施する中で地
域住⺠の声を聞き、捉え
られた共通課題について
の取組みを検討するWG
を設置
①普及啓発
ネットワークWG
②健康づくり
居場所WG
③⽀え合い、
⾒守り相談WG

⇓
実⾏委員会でWGの結
果を反映する

⇓
①地域⽀え合い会議を
通した活動へ
②イベントで普及啓発

【⽀え合い会議】
各地域町内会に共通認識
を伝える

会⻑

地域商店会会⻑

⽼⼈施設⻑

UR 訪問看護・介護サ⾼住所⻑

地域包括⽀援センター

コミュニティ⾷堂

スタンド

スーパー

新聞販売店

配⾷

宅配便

レストラン

タクシー

郵便局

豊四季台地域
地域を支える様々な人材

普及啓発
ネットワークWG

診療所（医師）

⽣協

児童施設

拡大
拡大

(2) インフラ・空間 ③ア 公共私間の連携・協⼒

出典：第32次地⽅制度調査会第12回専⾨⼩委員会資料２－１（参考資料）を⼀部加⼯



37

神⼾版タワーマンションマネジメント制度（兵庫県神⼾市）

届出制度 認証制度
○対象マンション

分譲のタワーマンション
→タワーマンションの定義の整理

○届出者
既存 → 管理組合等
新築 → 開発事業者

○届出項⽬
認証に必要な項⽬を中⼼に決定

インセンティブ施策
【情報提供・⽀援制度など】

資産価値向上に繋がる施策
【優良マンションの表⽰など】

○対象マンション
届出制度による登録マンション

○認証機関
審査会設置などの検討

○内容
届出内容の精査，確認のうえ，
対象マンションの持続可能性等に関して評価

地域と共⽣するクオリティの⾼い持続可能なタワーマンションを⽬指す

連 携

まちのクオリティや
ブランド⼒の向上にも寄与

神⼾版タワーマンションマネジメント制度の構築

(2) インフラ・空間 ③ア 公共私間の連携・協⼒

出典：第32次地⽅制度調査会第10回専⾨⼩委員会資料３（参考資料）を⼀部加⼯

38

「⼩さな拠点」（徳島県美⾺市）(2) インフラ・空間 ③イ 暮らしを⽀える⽣活機能の拠点づくり

出典：第32次地⽅制度調査会第13回専⾨⼩委員会資料２－２（参考資料）を⼀部加⼯



39

⼩規模多機能⾃治（島根県雲南市）(2) インフラ・空間 ③イ 暮らしを⽀える⽣活機能の拠点づくり

出典：第32次地⽅制度調査会第11回専⾨⼩委員会資料２－２（参考資料）を⼀部加⼯

40

⾼齢者⽤集合住宅「相⾺井⼾端⻑屋」（福島県相⾺市）(2) インフラ・空間 ③イ 暮らしを⽀える⽣活機能の拠点づくり

出典：第32次地⽅制度調査会第12回専⾨⼩委員会資料２－３（参考資料）



41

IT⼈材の育成（福井県鯖江市）(3) 技術 ① ひとへの投資

出典：第32次地⽅制度調査会第９回専⾨⼩委員会資料３－２（参考資料）を⼀部加⼯

42

「スマートシティたかまつ」プロジェクト（⾹川県⾼松市）(3) 技術 ② インフラへの投資

出典：第32次地⽅制度調査会第13回専⾨⼩委員会資料２－２（参考資料）を⼀部加⼯



43

窓⼝業務改⾰（⾏政⼿続及び業務の標準化・ICT活⽤の推進）（北海道北⾒市）(3) 技術 ② インフラへの投資

出典：第32次地⽅制度調査会第16回専⾨⼩委員会資料３－１（参考資料）を⼀部加⼯

44

⾃治体クラウドの取組（熊本県嘉島町）

 クラウド環境に対応したシステム
 台帳管理を基本としたシステム設計
 自治体中間サーバーとの連携
 コンビニ収納への対応

NewTRY-X/Ⅱは、京都府町村会が開発したものであり、現
在、熊本県２団体、京都府８団体、長崎県1団体、鹿児島県
２６団体で共同利用。

Ａ町 Ｂ町 Ｃ町 Ｄ町

データセンター

自治体クラウド

○ 嘉島町は、平成20年度より鹿児島県町村会のサポートを受けて、同町村会の提供する基幹系システム
「NewTRY‐X/Ⅱ」を使用。

○ 鹿児島県町村会が実施する共同電算事業は、鹿児島県の多くの自治体や、長崎県、熊本県の自治体から構
成され、「NewTRY‐X/Ⅱ」という一つのシステムを多数の自治体で共同開発、共同利用することで、費用負担を分
担し、システム経費の大幅なコスト削減を実現。

鹿児島県町村会に加盟している各自治体（２６団体）はデー
タセンター上にある仮想サーバにアクセスし、クラウド環境
上でNewTRY‐X/Ⅱを利用。

(3) 技術 ② インフラへの投資

出典：第32次地⽅制度調査会第12回専⾨⼩委員会資料２－２（参考資料）を⼀部加⼯
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